
2026年中小企業白書、課題は「稼ぐ力」の強化！ 
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経営環境の大転換期と中小企業 

稼ぐ力を高める取り組み！ 

AXで飛躍的成長のチャンス！ 
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 26年版中小企業白書は、経済環境の転換期

には現状維持は最大のリスクであるとし、長期

的な戦略で「稼ぐ力」を高め、強い中小企業へ

と成長することが重要だとしています。 

●テーマ：「稼ぐ力」の強化 

  中小企業白書は中小企業基本法に基づき、政
府が毎年国会に提出する年次報告書。1964年
3月以来、今年で63回目の発行。中小企業の動
向や政府施策の報告が義務付けられています。 

●今年で63回目の白書！ 

今年の中小企業白書

     【2026年版中小企業白書】 
 第1部 2025年の中小企業の動向 
  1．中小企業の業況 回復度合いにバラツキ 
  2．金利・為替・物価 インフレ、円安、「金利 
   のある世界」への移行で負担増が課題  
  3．雇用・賃金 継続的な賃上げ原資の確保が急務 
  4．労働生産性・設備投資 省力化投資が重要 
  ５．デジタル化・DX 生産性向上の手段で不可欠 
 6. 価格転嫁  持続的な賃上げのために不可欠 
  7．事業承継、M&A 経営者の高齢化進展で重要 

 第2部 強い中小企業に向けた「稼ぐ力」の強化 

  １．中小企業の労働生産性の状況 
  ２．「稼ぐ力」強化に向けた取組み 
  ３．人材確保・活用に向けた取組み 

  今年の中小企業白書は、ここ数年の流れを踏
まえつつ「経営の大転換期」をかなり強く意識
した内容になっています。従来よりも一歩踏み
込んで「強い中小企業づくり」と「稼ぐ力の強
化」を明確な軸にしています。 

●「経営の大転換期」に備える！ 

＜近年のテーマは変化と経営と成長＞ 

●大転換期の現状と課題とは 

2026年 強い中小企業に向けた｢稼ぐ力｣の強化 

2025年 新たな時代に挑む中小企業の｢経営力｣
と成長戦略 

2024年 環境変化に対応する中小企業 

2023年 成長に向けた価値創出の実現/新たな担
い手の創出 

2022年 企業の成長を促す｢経営力｣と「組織」 

●更なる賃上げには課題が！ 

＜現状・課題＞ 
１．中小企業の賃上げは、日本経済の成長に 
  とって極めて重要 
   ①実質賃金プラス定着に向け、持続的な賃上 
    げの実現が必要 
   ②中小の労働分配率は既に8割に近い水準に 
２．人口減少の進展で｢労働供給制約社会｣へ  
３．デフレ・ゼロ金利環境からインフレ･金利 
  のある時代への移行  

＜労働分配率の推移(企業規模別)＞ 

労働分配率：付加価値に占める人件費
の割合、低いほど賃上げ余力あり 

 

ＡＸ： 
ＡＩﾄﾗﾝｽ 
ﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ 
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稼ぐ力を高める取り組み 

●労働生産性の現在地 

●大企業に負けない生産性も！ 

  ＜中小企業に不足している職種＞ 

 中小企業の労働分配率は既に8割近い水準に
あり、大企業と比べて賃上げ余力は厳しい状
況。中小企業の付加価値額に占める営業純益の
割合は10％を下回っています。更なる賃上げ
原資の確保に向けて、成長や生産性の向上によ
り「稼ぐ力」を高め、強い中小企業を目指すこ
とが必要と説いています。 

専門･技術職 26.0％ サービス業 19.8％ 

生産工程 10.5％ 販 売 職 9.0％ 

事 務 職 8.9％ 輸送･機械運転 8.9% 

運送･清掃･梱包 6.3% 建設･採掘 5.9% 

管 理 職 2.7% そ の 他 2.1% 

 2010年以降、多くの業種で人手不足感が強
まっています。職種別では中小企業においては
｢専門的・技術的職業従事者｣、｢サービス職業
従事者｣などが不足率が高い傾向にあります。 

  2015年度からの10年間で中小企業の「一
人当たり労働生産」は横ばいですが、「時間当
たり労働生産性」は25.5％の上昇に。 

 大企業とそん色ない労働生産性を持つ中小
企業が一定数存在することも事実です。 

 生産能力の拡大や新事業への進出を目的と
した｢成長投資｣は、製造業のみならず、様々
な業種での取り組まれています。実施してい

●人手不足感は強まっている 

●将来の人手不足シナリオ 
 推計では生産年齢人口は2021年～40年で
約1,200万人減少すると見込まれ、それに伴
い雇用者数も減少。一定の試算では、「中小企
業の雇用者数は、40年には18年比で8割半ば
まで落ち込む」と推計されています。 

 ＜同じ人員でより多くの成果＞  中小企業の
労働者数は2015～18年度が増加傾向で、その
後横ばいで推移。一方で、一人当たり労働時間
は減少傾向。総合的な労働投入量（(労働者数×
1人当たり労働時間）は増加しているが、それを
上回るペースで一社当たりの付加価値が増加。 

 ＜経営者の能力がモノを言う＞   
 短期的な利益を追うのではなく、リスクを
とって長期的な視点で事業･組織構造を再構築
していく「戦略」を持った経営に転換できる
か、経営者の能力の差が明暗を分ける。 

 具体的には、①成長に向けた設備投資、M
&Aを契機とした事業･組織構造の組み換え、
価格転換の推進などによる「付加価値額の増
加」、②省力化投資、ＡＩ活用･デジタル化 
による「労働投入量の最適化」に取り組むこ
とが重要だとしています。 

＜一人当たり労働生産性の推移(規模別＞ 

＜中小企業の時間当たり労働生産性の推移＞ 

●成長投資で付加価値アップ 
＜成長投資＞ 

製造業 

建設業 

情報通信業 

運輸･郵便業 

卸売業 

小売業 

宿泊･飲食
ｻｰﾋﾞｽ業 

＜付加価値額の増加率＞ 

取り組んだ 

取り組んで 
いない 

  ＜中小企業における雇用者数の将来推計＞ 
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A Ｉ活用 とデジタル化 

 ＡＩの活用は新しい価値を創造し、中小企
業の成長加速に資するものと考えられます。
ＡＩ活用に｢取り組んだ｣と回答した企業は、
｢取り組んでいない｣企業に比べて、付加価値
額の増加率が高いことが分かります。 

●ＡＩ活用で付加価値アップ！ ＜労働生産性の類型＞ 

●労働投入量の最適化！ 

労働生産性＝ 

 ＜先に業務プロセス見直しを＞ 投資前に業
務プロセス見直しを行った上で、計画的な設備
投資を行うことの重要性も見えてきました。 

る企業はしていない企業と比較して、付加価
値額の増加率が大きい傾向に。 

付加価値額 

労働投入量（従業員数） 

 算式にあるように、労働生産性を向上させ
るには、従業員数の伸び率を上回る付加価値
額の伸び率を達成する必要があります。 

① 
効率的 
成長型 

従業員が増えても、それ
を上回る率で付加価値額
が増加 

② 効率化型 従業員が減少しつつも
付加価値額が増加 

③ 
非効率的 
成長型 

付加価値額が増加して
もそれを上回る率で従
業員が増加 

適切な取組
みが必要 

最適な 
労働投入量 

①効率的 
 成長型 

③非効率的 
 成長型 

②効率化型 

領域 従業員数 付加価値 労働生産性 

①効率的成長型 上昇 上昇 向上 

②効率化型 低下 上昇 向上 

③非効率的成長型 上昇 上昇 低下 

＜ 

＞ 

●省力化、ＡＩ活用、デジタル化 
 付加価値額が増加しても、それを上回る増
加率で従業員数が増えている「非効率的成長
型」企業では、労働投入量の最適化に向けた
適切な取り組みが必要です。省力化投資、Ａ
Ｉ活用・デジタル化に取り組んでいる企業
は、最適化を達成している傾向があります。 

●3割の企業がＡＩの活用！ 

 既に人手が足りていない中小企業にとっ
て、ＡＩは省力化という側面だけでなく、既
存の従業員の業務のアウトプットを補完する
役割にもなり得ることから、積極的に活用す
ることが期待されます。約3割の中小企業が
「ＡＩ活用に取り組んだ」と回答。バックオ

フィス部門や営業・販売・顧客対応部門な
どで活用されています。 

製造･生産 
管理･物流  
営業･販売 
顧客対応 
 

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ 

 ＜ＡＩの活用の状況＞ 

【AＩ活用事業者のうち部門別活用状況】 

●AXで中小が成長のチャンス！ 

＜付加価値額の増加率＞ 
A I 活用の取組み状況 

取り組んだ 

取り組んでない 

 地域に根差し、現場現業型でスピード感
のある中小企業にとって、ＡＩﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮ
ﾝ(ＡＸ)を加速させることは、人手不足を乗
り越えて、大企業を追い抜くほどの大きな
成長のチャンスであるとして、多くの中小
企業の取り組み事例が紹介されています。 

●中小のデジタル化の進展は？ 

 設備投資額に占めるソフトウェア投資比
率も大企業と比較すると低水準ですが、中
小企業でも資産計上されないSaaS等のク
ラウドサービスの活用が進んでいます。 

＜クラウドサービス関連費用＞ 

1人当たり情報処理･通信 



＜メリット＞ 

 消耗品（化粧品や食品など）の特殊包装が不要と

なり、免税判定※も簡単になるため、レジでの事務

負担を大幅カットできることになります。 

 消費税を預かるためキャッシュフロ－は改善した

ようにみえますが、あくまで預り金で返金原資に過

ぎない点に注意が必要です。 

＜デメリット＞ 

 いったん預かった消費税を返金する処理が必要に

なります。返金手続き自動化のシステム導入

コストや、クレジットカード等への返金手数

料負担など新たなコストが発生することに。 

※免税判定 
改正前：一般物品（衣類、ﾊﾞｯｸﾞ等）は一日一店舗当り 
5,000円、消耗品は5,000円から50万円までなど。 
改正後：一般物品と消耗品合計で5,000円以上 
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●免税制度が抜本的に変わります  

 11月より、免税販売制度がこれまで

の常識を覆す形で変わります。現行の

「消費税なしで販売する」仕組みが廃

止され、「後から消費税相当額を返金

する」リファンド方式へ完全移行する

ことに！  

 これまでは、購入時にパスポートを

提示すれば、その場で消費税分を差し

引いて購入できるため、 免税で購入し

た商品を国内で転売して利ザヤを稼ぐ

不正事案が多発し、欧米で広く導入さ

れているリファンド方式へ変更されることに…。 

 11月からは、①免税店は消費税込みで販売し、これまで通り免税手続きを行い、②旅行者が購入から90

日以内に出国時に税関で確認手続きをし、③空港カウンターで消費税還付金を受領（現金、クレジットカー

ド、口座振込、QRコードなど）というフローになります。 

● ＰＯＳシステムや返金体制の準備  

★課税で販売できるレジの準備 

 免税店でも、レジで消費税を上乗せして決済

する仕組みに切り替える必要があります。 

★返金先登録サイトへの誘導 

 購入者がスマホで返金先を登録するためのWEB

サイト（J-TaxRefundなど）へ誘導するため、Ｑ

Ｒコード入りレシート発行などの準備も必要に。 

★返金体制の整備 

 返金実務を自社で行うには、膨大な手間と法的責

任が伴うことに。リファンド方式に対応した業者に

委託するなどで、体制を整備しておきましょう。 

★データの７年間保存 

 税関から送られてくる「返金可否データ」を受信

し、7年間保存することが必要です。 

～～～～◆～～～～◆～～～～◆～～～～◆～～～ 

 制度開始まで残り5ヵ月、POSシステムの対応状

況や加盟している免税手続事業者の仕組みを

把握し、早めに準備しておきましょう。 ●店頭で説明が必要な3つのポイント 

 免税店は、販売時に次の3点の説明が義務付けら

れます。国税庁では、リファンド方式についての

５ヵ国語のパンフレットをHPで公開しています。 

１．購入日から90日以内の出国時に、税関でパス 

 ポートを提示して確認を受ける必要があること。 

２．税関の求めに応じて、必ず物品を提示しなけれ 

 ばならないこと。ちなみに税関での確認はレシー 

 ト単位、一部でも消費するとレシート分すべてが 

 免税の対象外になります。 

３．税関で確認後の物品は遅滞なく輸出する必要が    

 あること。輸出しなかった場合は、免除された消

費税が徴収され、罰則対象になります。 

●免税店側のメリット、デメリット 

● 店舗運営での準備のポイント 

 11日１日から店頭オペレーションが大きく変わ

ります。店員向けには「旅行客への説明の仕方」

や、免税判定の変更、梱包方法の変更（厳重な梱包

不要）などの研修が必要に。 

 制度告知のため、店内での案内版やパンフレット

の設置も準備しておきたいところ。 

 記帳や資金管理の方法も見直しが必要に。いった

ん課税売上を計上した後、返金確定分を免税売上に

振り替える流れや、返金原資となる消費税分資金の

管理方法なども検討しておきましょう。 
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第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、

米
穀
通
帳
廃
止

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

第２次　　
石油不況

パ
ソ
コ
ン
普
及
台
数
百
万
台
突
破

カ
ー

ド
式
公
衆
電
話
が
登
場

連
立
与
党
が
成
立

就
職
氷
河
期
は
じ
ま
る

焼
酎
 
％
の
伸
び
、

酎
ハ
イ
ブ
ー

ム

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行

Ｎ
Ｙ
株
式
市
場
暴
落
「

魔
の
月
曜
日
」

東
京
の
地
価
 
％
上
昇
「

狂
乱
地
価
」

消
費
税
ス
タ
ー

ト
、

３
％
課
税

国
民
の
中
流
意
識
　
％
に

３
Ｋ
職
、

若
者
に
敬
遠
さ
れ
る

学
校
５
日
制
ス
タ
ー

ト

円高不況 バブル景気 平成不況

09

ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ景気

令
和
元
年

 

消
費
税
　
％

 

ラ
グ
ビ
ー

W
杯

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
・
五
輪
延
期

20

東
京
五
輪
　
コ
ロ
ナ
禍
で
無
観
客
開
催

露
、

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
・
円
安
進
行

新
型
コ
ロ
ナ
５
類
へ
･
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始

マ
イ
ナ
ス
金
利
解
除
・
新
札
発
行

北
朝
鮮
問
題
・
仮
想
通
貨
高
騰

司
法
取
引
で
逮
捕
、

日
産
会
長
不
正
事
件

大
阪
･
関
西
万
博
・
令
和
の
コ
メ
騒
動

12

東
日
本
大
震
災
・
福
島
原
発
事
故

為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

1.00％

2.125％

2.425％

3.050％

3.210％

64,024円

160.22円

2.625％

３年内

３年超

２０２６年６月８日

Copyright© EIWA Consulting, Inc. All Rights Reserved

日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利

10

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

64,024.60 

3.50 

9.00 

基準割引率及び基準貸付利率

5.50 

2.50 

6.00 

1.00 

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

2.125

8.900 
長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 

3.050 

0%
1%
2%
3%
4%
5%
6%
7%
8%
9%
10%
11%
12%
13%
14%
15%
16%
17%
18%
19%
20%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

10

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替 160.22 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320


